
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題１ 暴力から市民を守る地域づくり 

課題２ 誰もが安心して暮らせる地域づくり 
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基本目標Ⅲ 

 人権が尊重される社会の構築 

参考資料３ 
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基本目標Ⅲ 人権が尊重される社会の構築 

 

課題１ 暴力から市民を守る地域づくり                         

 

 

●配偶者暴力に関する相談等件数の推移（東京都・府中市） ※府中市のグラフ削除 

出典：東京都の配偶者暴力相談等件数の推移（令和４年度） （東京都生活文化局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●DV対策・防止のために、今後、府中市の施策として必要な事業について（府中市）（上位 5位） 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度・平成 30年度）  ※凡例修正 

  

 

 

 

 

  

◆配偶者からの暴力（ＤＶ）対策や防止策として、相談しやすい環境の整備や、被害者を保護・支

援する体制を強化するとともに、子どもの頃からの人権等に関する教育が求められています。 

◆家庭内におけるおいて暴力の被害にあいやすい、子どもや高齢者等の虐待の早期発見に努め

るとともに、被害者が相談しやすい体制づくりや、各種支援が重要です。 

◆セクシュアルハラスメントには様々な種類があり、許されない行為であることを広く普及啓

発するとともに、被害者が相談しやすい体制をつくることが重要です。 

相談しやすい環境・相談方法を整備する

被害者の安全を守る体制を確立する

被害者を一時的に保護する施設

（シェルター）と連携する

被害者に対する自立支援（子どもの養育、
              住宅の確保、就労支援など）を行う

学校で人権やＤＶ、デートＤＶに関する
         理解が深まるような授業を実施する
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都支援センターと警視庁への相談件数はほぼ横ば

いだが市町村では増加傾向で推移。 

市では、令和２年度に大きく増加し、その後は減少

傾向で推移。 
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●児童相談所における児童虐待相談対応件数(全国) 

出典：令和４年度 児童相談所における児童虐待相談対応件数（こども家庭庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●セクシュアルハラスメントを受けた経験（府中市） 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度） 
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－施策の方向・展開－ 

（１）暴力の根絶に向けた取組の推進 

施策の方向 

ＤＶ等のあらゆる暴力は重大な人権侵害であり、男女共同参画社会の実現を阻害する社会問題

として捉えることが大切であることから、ＤＶ等が起こりやすい状況などに関する正しい理解

の促進と防止に向けた啓発の充実を図る推進するとともに、子どもの頃から暴力を伴わない関

係性を構築するための教育・啓発を行います。 

 

 

 

（２）被害者に対する包括的な支援の充実 

施策の方向 

ＤＶ等の被害者が暴力から逃れて安全・安心に生活が送れるよう、被害者本人の意思を尊重し、

状況に応じた支援が求められています。を行います。また、ＤＶ等の被害の潜在化の防止と、

被害者が相談から自立まで切れ目のない支援を受けられるよう、専門相談員による相談支援の

充実を図るとともに、職員間における知識・情報の共有や関係機関等との連携強化により、包

括的な支援を実施します。 

 

 

  

〇「女性に対する暴力をなくす運動期間」と連動した市民への意識啓発講座をに合わせ、暴力の

防止に向けた意識啓発を実施推進するとともに、被害者へ適切な情報の提供を行います。 

〇子どもの頃からＤＶ等の正しい理解の促進と防止に向けた啓発を図るため、ジェンダーや人

権、多様性、性暴力等の包括的な性教育に関する講座を実施するとともに、学校現場において

はＤＶ等に関する人権教育等により意識啓発を推進します。 

〇学校教育においてＤＶ等の防止に向けた啓発の充実を図ります。また、子どもの頃から暴力を

伴わない関係性を構築する観点からの教育・啓発を行います。 

〇住民基本台帳等の閲覧・交付の制限などの被害者への支援措置を行うとともに、セーフティネ

ット住宅等の情報提供など、被害者の状況に応じた支援を行います。また、緊急一時保護を行

う民間シェルターへの補助等の支援を検討します。※内容修正・順番変更 

〇被害の潜在化の防止や安心して相談できる体制づくりを進めます。るため、ＤＶ等に対する相

談体制の強化を図ります。また、被害者へ適切な対応ができるよう、市職員対象の研修を実施

するなど庁内連携を強化するとともに、関連機関との情報交換等を行い、連携強化に努めま

す。 

〇被害者が相談から自立まで切れ目のない支援が受けられるよう、関係機関との連携強化を図

ります。 

〇緊急一時保護を行う民間シェルターへの補助等の支援を検討します。 

施策の展開 

施策の展開 
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（３）家庭内暴力等の根絶に向けた取組の推進 

施策の方向 

新型コロナウイルス感染症等の影響や複雑化する社会環境から家庭内暴力の増加や深刻化が

懸念されています。おり、家庭に居場所のない被害者等が安心できる居場所づくりが重要とな

っています。特に社会的弱者となりやすい女性や子ども、高齢者、障害者のある方等への暴力

の予防に向けた啓発の充実を図るとともに、早期発見と防止に努めます。相談しやすい体制づ

くりを推進します。 

 

 

 

 

（４）セクシュアルハラスメント等の防止のに向けた取組の推進 

施策の方向 

職場のみならず、教育や福祉の現場、地域社会など様々な場面で起こる可能性があるセクシュ

アルハラスメントは人権侵害であり、性別等を問わず誰もが被害者となるおそれがあります。

様々なハラスメントの防止に向けた取組として、セクシュアルハラスメントが許されない行為

であることの周知や意識啓発を推進するとともに、相談しやすい体制づくりを推進します。 

 

 
 

  

〇児童虐待を防ぐため、「児童虐待防止推進月間」等において市内イベント等に参加し周知啓発を行

うとともに、市内関係機関を対象に研修を実施するなど、意識啓発を推進します。の機会の充実

を図ります。 

〇あらゆる虐待の重篤化や未然防止のため、関係機関・や地域・、学校・保育所等との連携強化

や情報共有を図り、各種虐待様々な虐待のに対する早期対応と未然防止に努めます。 

〇青少年から高齢者、障害のある方など、社会的弱者となりやすい方が安心して気軽に相談でき

る環境の整備を進めます。 

〇国や東京都と連携し、セクシュアルハラスメントに関する情報を市内事業所等や市民に向け

て様々な広報媒体により周知を図るとともに、講座等を実施し、意識啓発を推進します。 

〇市職員や教職員を対象にとしたハラスメント防止研修を実施しするとともに、セクシュアル

ハラスメント等防止に係る意識啓発を推進します。また、市職員や教職員へハラスメントに対

応するを対象とした相談窓口の周知を図るとともに、安定的な運用を図り、相談しやすい体制

づくりを進めます。 

〇市職員のセクシュアルハラスメントの防止にかかる取組について、府中市特定事業主行動計

画のもと施策を展開するとともに、推進状況を確認し、意識啓発の推進及び相談窓口の周知等

を行います。 

施策の展開 

施策の展開 



6 

－目標指標－ 

指 標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和11年度） 

自身（または身近な人）がパートナーからの暴

力を受けたことについて、相談した割合 
19.1％ 33.0％ 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

暴力を受けたことについて相談した割合の増加を目指す。（府中市男女共同参画に関する意識調査） 
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－事業－          ＊No.が色付けされている事業は他の施策で再掲されています。 

No. 事業項目 事業概要 担当課 

（１）暴力の根絶に向けた取組の推進 

57 

暴力を防ぐための意

識啓発 

・「「女性に対する暴力をなくす運動期間」に関連講座等の意
識啓発講座を実施しを実施するなど、意識啓発を推進し
ます。また、「児童虐待防止推進月間（11月）」との連携や、
被害者に必要な情報提供を行います。 

多様性社会推進課 

58 

包括的な性教育の充実 ・子どもや若者が、人生において責任ある選択をするため、
狭義の性教育に留まらず、ジェンダー、人権、多様性、人
間関係、デートＤＶ、性暴力の防止などの要素を入れた講
座を学校の協力のもと実施します。 

多様性社会推進課 

子ども家庭支援課 

59 

学校におけるＤＶ等

の人権教育・啓発の

推進 

・ＤＶ等のあらゆる暴力は、重大な人権侵害であり、男女共
同参画社会の実現を阻害する社会問題として改めて捉
え、教育現場学校教育においてＤＶ等のに関する正しい
理解の促進と防止に向けた啓発の充実を図ります。また、
子どもの頃から暴力を伴わない関係性を構築する観点か
らの教育・啓発を行います。 

指導室 

（２）被害者に対する包括的な支援の充実 

60 

ＤＶ等被害者への支

援措置の個人情報の

管理の徹底 

・ＤＶ等の被害を申し出た方のうち、支援の必要性が確認さ
れた方を保護するために、住民基本台帳の一部の写しの
閲覧、住民票の写し等や戸籍の附票の写しの交付につい
て、不当な目的により利用されることを防止します。住所
等が加害者に知られることのないよう、被害者の個人情
報の管理徹底を図ります。 

総合窓口課 

61 
セーフティネット住

宅等の情報提供 

・ＤＶ等被害者（住宅確保要配慮者）に対して、民間賃貸住
宅を活用したセーフティネット住宅や、公営住宅の入居
についての情報提供等を行います。 

住宅課 

62 

民間シェルターへの

財政的支援 
・公的機関では対応できないＤＶ等被害者の緊急一時保護
を行う民間シェルター等への補助金交付を検討します。 

多様性社会推進課 

63 

ＤＶ等に対する相談

体制の充実 

・「「女性問題相談」の周知を図ります。また、ＤＶ等に対す
る相談体制の強化を図るとともに、ＤＶ被害者支援対応
マニュアルの相談シートを活用し、適切な支援につなが
るよう各課との連携を図り、二次被害の防止に努めます。
また、「女性問題相談」の相談窓口の周知を図ります。 

・市職員を対象にＤＶ被害者支援対応マニュアルに基づく
研修を実施し、庁内における対応の統一化を図り、二次被
害の防止等に努めます。 

多様性社会推進課 

全庁 

69 

ＤＶ対策等における

庁内連携の強化 

※63と統合（加害者

等に～から削除） 

・市職員を対象にＤＶ被害者支援対応マニュアルに基づく
研修を実施し、庁内における対応の統一化を図り、二次被
害の防止等に努めます。加害者等に被害者の情報が漏れ
伝わることのないように、庁内における対応の統一化を
徹底します。 

多様性社会推進課 

全庁 

64 

ＤＶ対策等における

関係機関との連携の

強化 

・ＤＶ対策連携会議等、関係機関と定期的に情報交換の機会
を持ち、連携の強化に努めます。また、配偶者暴力相談支
援センターに関する情報収集を行います。 

多様性社会推進課 
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No. 事業項目 事業概要 担当課 

（３）家庭内暴力等の根絶に向けた取組の推進 

65 

児童虐待を防ぐため

防止の意識啓発 

・11月の「児童虐待防止推進月間」を中心に、市内の各種イ
ベントに参加し、市民への普及啓発活動を行います。また、
市内関係機関を対象とした虐待予防に関する研修を行い、
児童虐待防止を防ぐための意識啓発を推進します。 

子ども家庭支援課 

66 

児童虐待防止への対

応 

・児童虐待防止マニュアルを活用し、関係機関との連携強化
や情報共有を図り、児童虐待に対しする早期対応を行うこ
とで、児童虐待の重篤化を防止します。また、学校や保育
所等との定期的にな情報交換を行い、更なる児童虐待防止
を図ります。「 

子ども家庭支援課 

67 

高齢者虐待防止への

対応 

・地域包括支援センターと市が連携し、高齢者等の相談や支
援を行います。必要に応じて、権利擁護センター等の関係
機関と連携を図り、多問題に向けて重層的な問題の解決を
図ります。また、「高齢者見守りネットワーク事業」では、
地域全体で高齢者を見守り、虐待の早期発見と防止に努め
ます。 

高齢者支援課 

68 
障害者虐待防止への

対応 

・障害者虐待防止法に基づき、障害者虐待に関する通報・相
談を受け付け、通報を受けた際は速やかに関係機関と連携
し対応します。 

障害者福祉課 

（４）セクシュアルハラスメント等の防止に向けた取組の推進 

69 

職場・地域等におけ

るセクシュアルハラ

スメント等防止の推

進への対応 

・国や都と連携し、企業や地域にセクシュアルハラスメント
防止ハンドブック等で広く情報提供を行うとともに、講座
等により意識啓発を推進します。また、相談窓口について
も周知を図ります。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知し
ます。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

70 

職員・教職員に対す

る研修の実施 

・全職員を対象としたハラスメント防止研修を実施し、セクシュ
アルハラスメント等防止に係る意識づけを行います。 

・教職員を対象としたハラスメント防止研修を実施し、セクシュ
アルハラスメント等防止に係る意識付けを行います。 

職員課 

指導室 

71 

職員・教職員のため

の相談窓口の安定的

な運用 

・年度当初に庁内の相談窓口体制について全職員へ周知する
とともに、外部の相談窓口も設置し、安定的な運用を図り
ます。 

・セクシュアルハラスメント等について、相談しやすい体制
を常時整えるため、苦情処理担当窓口の安定的な運用を図
ります。 

職員課 

指導室 
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白紙調整頁 
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課題２ 誰もが安心して暮らせる地域づくり                     

 

 

●見たり聞いたりしたことがある用語について（府中市） ※凡例修正 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度・平成 30年度） 

※パートナーシップ宣誓制度、ダイバーシティ＆インクルージョンの選択肢は平成30年度なし 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●性的マイノリティの方々の人権を守るために、必要な方策(府中市) （上位 5位） ※凡例修正 

出典：府中市男女共同参画に関する意識調査（令和５年度・平成 30年度） 

※パートナーシップ宣誓制度の選択肢は平成 30年度なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆子どもの頃からの教育や学びの機会により、平和の問題や性的マイノリティ等を含んだ各種

あらゆる人権問題についての正しい知識や理解を促進するとともに、深め、人権意識を醸成

することが重要です。 

◆特に様々な事情により日常生活・社会生活を営む上で困難な状況に陥り問題に直面しやすい

女性に対してが、情報発信や各種支援自立して生活できるよう、相談体制や支援の充実が必

要です。 

◆男女共同参画センター「フチュール」での相談内容だけでも多様であり、市民が抱える様々な

問題を解決するため、市民が安心して相談できる環境づくりが求められています。 

ダイバーシティ＆ インクルージョン

パートナーシップ宣誓制度

セクシュアルマイノリティ

ＬＧＢＴ
84.8%

73.5%

46.6%

34.5%

58.7%

52.6%

0.0% 50.0% 100.0%

令和５年度

平成30年度

正しい知識の習得と、理解を深める
ための教育を学校で行う

セクシュアルマイノリティであっても不当な
差別を受けないよう法律や制度を整備する

相談・支援体制を充実させる

正しい知識の習得と、理解を深める
ための啓発活動を行政が行う

パートナーシップ宣誓制度の
周知や支援の充実

72.9%

53.2%

48.8%

46.2%

33.0%

61.4%

52.3%

41.3%

39.9%

0.0% 50.0% 100.0%

令和５年度

平成30年度

学校における教育が重

視され、５年前からも大

きく増加。 

 

「ＬＧＢＴ」や「セクシュ

アルマイノリティ」の用語

の認知度は高く、５年前か

ら大きく増加。 
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●女性自立支援施設※の入所の状況(都内５施設及び都外にある女性自立支援施設(全国受け入れ)) 

出典：困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する東京都基本計画(東京都福祉局) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※都道府県や社会福祉法人などが設置している、配偶者からの暴力や家庭環境の破綻、生活の困窮など様々な事情により日常
生活又は社会生活を営むうえで困難な問題を抱えている女性を保護する施設。 

 

 

●男女共同参画センター「フチュール」における相談状況の推移(府中市) ※グラフ修正 

出典：府中市 多様性社会推進課 
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（件）

様々な年代が入所して

いるが、20歳代が多い。 

相談内容は多様だが、「自

分自身」のことについての

相談が増加。 

相談件数は近年増加傾向

にあり、相談内容は多様と

なっている。 
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－施策の方向・展開－ 

（１）人権意識の啓発の推進 

施策の方向 

男女共同参画社会を形成する上で、持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の理念である「誰一人取

り残さない」という理念社会の実現は重要であり、平和で公正に、誰もがお互いの特性を理解

し合い、多様性を尊重し合う意識の醸成が求められています。平和を願いう意識醸成や、人権

を尊重し合う意識の高揚を図ります。 

 

 

 

 

（２）性的マイノリティヘの理解促進と支援の充実  

施策の方向 

性的マイノリティ等に対する差別や偏見などにより、当事者の方が様々な困難を抱える状況が

顕在化していることから、多様な性の在り方を尊重し、多様性を認め合う共生社会をの実現を

目指しするため、性的マイノリティに関する正しい理解の普及促進と当事者への支援の充実に

努めます。 

 

 
  

〇学校と連携した平和教室やイベント、人権擁護委員と連携して人権啓発を進めます。また、ジ

ェンダーや人権等の講座等を実施するとともに、学校教育による現場においては、人権教育等

によるの意識啓発を推進します。 

〇市職員に対して研修を実施するなど、人権に対する意識啓発を推進します。 

 

〇性的マイノリティ等に対する偏見や差別の解消等に向けた意識啓発を推進するとともに、相談

に来られた当事者の方へ情報提供を行うなどの支援の充実に努めます。 

施策の展開 

施策の展開 
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（３）困難な問題を抱える女性への支援 

施策の方向 

女性が抱える困難は、年齢や国籍、障害の有無、配偶者の有無、同居家族が居る、単身世帯で

あること等により様々です。経済的困難や教育・就職機会の逸失、孤立化、性暴力など深刻な

問題を抱える女性について、対象者の早期発見に努め、庁内及び関連機関等との連携強化によ

り、個人の意思を尊重しながら寄り添った支援に努めます。また、誰もが安全・安心に自立し

た生活を送ることができるよう、男女共同参画の視点に立って、貧困等を防止するための取組

や就職等の支援を進めます。 

 

 

 

 

（４）相談窓口の充実 

施策の方向 

市民が抱えるている様々な悩みや問題は、複雑かつ多様化しており、人権の尊重や男女共同参

画の視点に立って、問題を解決するためには、安心して相談できる環境が重要であることから、

職員の更なる資質や能力の向上を図るとともに、男女共同参画に関わる相談について、関係機

関との連携を深めます。安心して相談できる環境の整備が重要となっています。また、各相談

窓口の専門性の向上と関係機関との連携を強化し、多様な方法で、利用しやすい相談体制の充

実を図ります。 

 

 

  

〇様々な困難な問題を抱える女性が相談しやすい体制づくりを進めるとともに、庁内及び関係

機関と連携を強化し、必要に応じて適切な支援が受けられるよう努めます。 

〇働くことを希望する市民が、ライフステージに応じて仕事と生活を両立して働き続け、その能

力を十分に発揮することができるように市内事業所等に促す対し意識啓発を図るとともに、

労働者本人に対しては、女性の起業や労働全般に関する相談を行います。 

○資格取得や就労支援等のにつながるセミナーの開催や、日常生活に支障を抱える家庭への生

活支援を通じて行い、ひとり親家庭の経済的自立を支援します。 

○支援が必要な家庭を対象に、市営住宅の優遇抽選や福祉資金の貸付等による経済支援を行い

ます。 

〇男女共同参画に関わる悩みや人権等に関する悩みなど、多様な悩みについて、あらゆる市民が

安心して気軽に相談できる環境の整備を進めます。人権の尊重や男女共同参画の視点に立ち、

個人が抱える様々な問題を解決するため、相談者が利用しやすい体制づくりや相談窓口の周

知を図り、関係機関と連携して専門的な視点から問題解決の支援を行います。 

施策の展開 

施策の展開 
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－目標指標－ 

指 標 
現状値 

（令和５年度） 

目標値 

（令和11年度） 

「パートナーシップ宣誓制度」の用語の認知

度 
46.6％ 60.0％ 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

「パートナーシップ宣誓制度」について見聞きしたことがある市民の割合の増加を目指す。（府中市

男女共同参画に関する意識調査） 

「ダイバーシティ＆インクルージョン」の用

語の認知度 
34.5％ 60.0％ 

【指標の考え方・目標値の算出方法】 

「ダイバーシティ＆インクルージョン」について見聞きしたことがある市民の割合の増加を目指す。

（府中市男女共同参画に関する意識調査） 
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事業－          ＊No.が色付けされている事業は他の施策で再掲されています。 

No. 事業項目 事業概要 担当課 

（１）人権意識の啓発の推進 

72 人権啓発事業 
・人権が尊重される社会の実現を目指し、人権擁護委員と連
携して人権啓発を進めます。 

広聴相談課 

73 

学校におけるジェン

ダー平等・人権教育の

推進 

・教育活動全体を通して、性別にかかわらず、一人一人の個
性や能力・適性等を大切にするとともに「児童の権利に関
する条約」や性教育・メディアリテラシー等についての人
権教育の啓発に取り組みます。 

指導室 

58 

【再掲】 

包括的な性教育の充実 

・子どもや若者が、人生において、責任ある選択をするた
め、狭義の性教育に留まらず、ジェンダー、人権、多様性、
人間関係、デートＤＶ、性暴力の防止などの要素を入れた
講座を学校の協力のもと実施します。 

多様性社会推進課 

子ども家庭支援課 

74 
市職員の人権研修・

意識啓発 

・市職員に対し研修を実施するなど人権意識を高めるため
の取組を行います。 

多様性社会推進課 

職員課 

75 
教職員の人権研修・意

識啓発 

・教職員に対しては、職務及び資質の向上を目指した男女平
等も含めた人権研修を実施するほか、事例紹介等を通じ
た女性管理職への昇任意欲の向上や意識啓発支援の推進
などに取り組みます。また、女性教員が働きやすい学校環
境の整備に努めます。 

指導室 

（２）性的マイノリティヘの理解促進と支援の充実 

76 
性的マイノリティに

関する理解の促進 

・性的マイノリティに対する偏見や差別の解消等を目指す
ため、意識啓発を推進します。 

多様性社会推進課 

77 
パートナーシップ宣

誓制度の周知 

・一方又は双方が性的マイノリティである２人の関係につ
いて、パートナーの関係にあることを証明するパートナ
ーシップ宣誓制度を周知します。 

多様性社会推進課 

78 
当事者に対する情報

提供 

・性自認及び性的指向に関する様々な悩みや不安について
の相談機関等の情報を当事者へ提供します。 

多様性社会推進課 

（３）困難な問題を抱える女性への支援 

79 

困難な問題を抱える

女性に対する相談体

制の充実 

・女性相談支援員等を配置し、困難な問題を抱える女性が
適切な支援につながるよう相談を行い、必要に応じて関
係機関と連携します。また、東京都等が実施する研修会
等へ積極的に参加し、支援スキルの向上を目指します。 

子育て応援課 

多様性社会推進課 

※担当順変更 

80 

困難な問題を抱える

女性への支援におけ

る関係機関との連携

の強化 

・支援調整会議等、関係機関と定期的に情報交換の機会を
持ち、連携の強化に努めます。 

多様性社会推進課 

関連部署・機関 

4 

【再掲】 

女性の就職支援講

座、起業のための講

座等の実施 

・関係団体と連携し、女性の就職や再就職、起業に役立つ
セミナー等を関係団体と連携し開催します。 

・関係機関等が発行する広報媒体等を市内事業所等に周知
します。 

多様性社会推進課 

産業振興課 

5 
【再掲】 

労働情報等の周知 

・国や都からの情報提供を受け、労働関係法、労働保険、
就労に関するセミナー等の開催に関する情報を、広報を
通じて周知します。 

産業振興課 

26 

【再掲】 

住宅確保要配慮者へ

の居住支援 

・高齢者・障害者・子どもを養育する者等が、適切な住宅
を確保し、安定した居住を継続できるよう、住宅部門と
福祉部門が連携した居住支援事業により民間賃貸住宅
への円滑な入居を支援します。するとともに、高齢者や
ひとり親世帯を対象とした市営住宅の優遇抽選や、障害
者を対象とした優先入居を実施します。 

住宅課 
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No. 事業項目 事業概要 担当課 

27 

【再掲】 

市営住宅における優

先入居の実施 

・高齢者やひとり親世帯を対象とした市営住宅の優遇抽選
や、障害者を対象とした優先入居を実施します。 

住宅課 

28 

【再掲】 

ひとり親家庭の自立

のための支援サービ

スの実施 

・ひとり親家庭の親に対して、自立を支援するためのセミ
ナーを開催したり、母子家庭等自立支援教育訓練給付金
の支給等を行います。また、状況に応じてひとり親家庭
ホームヘルパーを派遣します。 

子育て応援課 

29 

【再掲】 

母子及び父子福祉資

金、女性福祉資金の

貸付の実施 

・貸付のを必要としている性が高いひとり親家庭の母等に
対して、適切な貸付を実施します。 

子育て応援課 

（４）相談窓口の充実 

81 

各種相談体制の充実 

 

・人権身の上相談、法律相談等の各種専門相談を行います。
（広聴相談課） 

・ＤＶ、デートＤＶ、女性への暴力、人間関係、自分自身の
生き方等に関する相談を受け付けます。（多様性社会推進
課） 

・ひとり親家庭や寡婦・女性が抱えている問題についての相
談や支援を行います。（子育て応援課、多様性社会推進課） 

・市と地域包括支援センターが連携し、高齢者及び介護者に
関する相談や支援を行います。（高齢者支援課） 

・障害のある人の福祉や地域生活についての相談を行いま
す。また、障害のある人の福祉や地域生活についての相談
を行います。また、子ども発達支援センター「はばたき」
では、子どもの発達や学校生活に不安等を抱える子どもや
保護者を対象に相談を行い、支援内容をご提案したり、学
校等の関係機関と連携して支援を行います。令和６年４月
に開所した子ども発達支援センター「はばたき」では、発
達や学校生活などに不安等を抱える子どもとその保護者
に対し、福祉と教育の連携による一体的で切れ目のない支
援を行います。（障害者福祉課） 

・こころとからだに関する健康相談を行います。（健康推進
課） 

・地域子育て支援センター「はぐ」や子育てひろば事業子育
て広場事業において保育士等による相談を受け付け、情報
交換や交流の場を提供します。また、必要に応じて子ども
家庭支援センター「たっち」と子育て世代包括支援センタ
ー「みらい」保健センターが連携し、支援を行います。（保
育支援課、子ども家庭支援課） 

・青少年の悩みに関する相談を受け付け、関係機関の紹介や
助言を行う事業などを実施します。います。また、小中学
生やその保護者がスマートフォンなどを通じて気軽に相
談できる環境を整備し、小児科医との直接相談も実施しま
す。（児童青少年課） 

広聴相談課 

多様性社会推進課 

子育て応援課 

高齢者支援課 

障害者福祉課 

健康推進課 

子ども家庭支援課 

保育支援課 

児童青少年課 
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【再掲】 

年金・労働相談 

・労働条件、労使関係、年金、健康保険、雇用保険、労災、
ハラスメントなど労働全般の相談に社会保険労務士が助
言・指導を行います。 

広聴相談課 

 

 


